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【削減状況の自己評価】

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

温室効果ガス

ｔCO2ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

31,039

409

部署名：

番号

基準年度

ベンチマーク 達成率等

分類
コード

ｔCO2

年度)

目標年度
原単位当たり排出量

① 倉敷中央病院

③CO2換算3,000t以上

目標削減率

187.078 186.930

目標達成

ベンチマーク指標

未達達成5.0

29 ）年度
延床面積（千㎡）
基準年（H25年度） 164.650
      （H29年度） 165.914

岡山県倉敷市美和1丁目1番1号

施設・環境部

①燃料等原油換算1,500kℓ以上特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

倉敷リバーサイド病院 倉敷市鶴の浦2丁目6-11

本票作成

事業の
概　要

台）

ｔCO2

)年度排出量

32,399

③ 総合保健管理センター

）年度排出量

ｔCO2

公益財団法人 大原記念倉敷中央医療機構
710-0052

業種名：医療業

総合病院

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種

県内の
主　な
工場等

倉敷中央病院 倉敷市美和1丁目1番1号

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

③ 総合保健管理センター 倉敷市鶴形1丁目8-5

2,078

28,552

②

31,013

年度)

（●工場等の数 3 所 ●車両台数（②該当の場合）

（平成

）年度削減実績

ｔCO2

4.9

ｔCO2

工場等の名称

ｔCO2

ｔCO2

計画期間： 平成 26 箇年度）30平成

② 倉敷リバーサイド病院

指標の状況

平成29年度は、夏期及び冬期の平均外気温度が高くなった影響によりエネルギー使用量が増加した。
また、倉敷リバーサイド病院においては、上記要因に加えて手術室系統の空調機を24時間運転への
変更によりエネルギー増加となった。

5

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

29

千㎡ 千㎡

関連数値(平成 29

30

29

196.770

千㎡

（該当事業者のみ記入）

83

基準年度(平成 25 平成 29 目標年度(平成

年度)対象事業の名称

CO2/( CO2/( CO2/(



【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

その他

その他

県内で
の取組

　 無

　 無

工場等の名称

・省エネ委員会のメンバー中心としたライトダウン・省エネパトロールにて啓発活動を実施。
・省エネ推進の各ワーキンググループによる個別活動並びに小集団による省エネテーマ作成による
  取組みを継続している。

【推進体制】

・省エネ委員会の開催。2回/年（H29.4/20.11/9）
・ライトダウンキャンペーンによる省エネパトロールを兼ねたライトダウン実施。（H29.7/7）
・院内へ『COOLBIZ』･『WARMBIZ』と『節電のお願い』（H29.5/1-10/31）（H29.11/1-H30.3/31）
  外来デジタルサイネージへの啓発表示も合わせて実施。
・本院BEMSデーターを活用した省エネミーティング実施。（12回/年）
・リバーサイド病院では、節電ライトダウンの実施。（H29.7/1-9/30）
・  〃      〃          グリーンカーテン育成実施。（H29.6/3-9/8  プランター数67ヶ）
・  〃      〃          省エネワーキンググループによる省エネミーティング実施。（6回/年）

倉敷中央病院

倉敷リバーサイド病院

倉敷中央病院

倉敷リバーサイド病院

（H29年度実施分）
・高効率照明への更新（LED）50台
・旧家電製品を省エネ製品へ更新 10台

・空調機送風機のインバーター化 12台

（今後実施予定分）
・高効率照明への更新（LED）50台
・旧家電製品を省エネ製品へ更新 10台
・配電用変圧器をトップランナー更新 5台
・2棟蒸気ドレン回収設備更新
・6棟蒸気ドレン回収設備更新

・空調送風機のインバーター化 2台
・空調機外気導入負荷の軽減 11台
・換気機のインバータ化 9台

　 無
県内で
の取組

実施した措置及び今後の取組の内容

　 無


